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[事実の概要]

原告Ｘ１Ｘ２Ｘ３は、Ｘ１を代表取締役とする原告Ｘ４有限会社を営み、店の売上げを一括して被告Ｙ信用金庫担当者に交付し、それをＸ１らの指示によりＸ４会社とＸ１らの各預金に振り分けて入金するという取引を継続してきた。しかし、Ｘ１らの預金等に係わるＹの事務処理に種々の不適切ないし雑な点があったため、Ｘ１らは一転してＹ不信に陥り、定期預金の払戻請求等のほか、定期積金や固定資産税の二重払い等を理由とする損害賠償など、６点の請求原因を掲げて本訴を提起するに至った。このうち右定期預金等は完済ずみで右二重払の事実もなく、Ｘ１らがＹの不法行為等として主張した事実の殆どは誤解であるとされた（５点につき請求棄却）。認定されたのは、次の事実である。

　Ｙ従業員Ａは、昭和６１年４月１５日付けでＸ１の普通預金口座から１００万円を引き出し、これを振り替えてＸ１の定期預金を設定した。これによってＸ１の前記普通預金口座の残高は４０万９６３１円のマイナスとなり、右状態が解消されたのは同月３０日であった。当時のオーバーローンの利率は定期預金利率より年利にして０．２５％高かったため、Ｘ１は、右口座の残高がプラスに転ずる同月３０日までの間に、右４０万９６３１円に対してオーバーローンの利率と定期預金利率との差である年利０．２５％を乗じた金額である４２円の損害を受けた。

　また、Ｙ４会社の代表者であるＸ１は、昭和６３年２月１２日、Ｘ４会社振出の１００万円の小切手をＹ従業員Ｂに交付し、Ｂ
は同日右１００万円をＸ４会社名義の定期預金とした。これによってＸ４会社の当座預金の残高は６２万４４４１円のマイナスとなり、右状態が解消されたのは同月１５日であった。当時の当座貸越の年利（１２％）と定期預金利率（３．４９％）との差は年利にして８．５１％であった。これによってＸ４会社は昭和６３年２月１２日から当座預金の残額がプラスに転ずる同月１５日までの間に、右６２万４４４１円に対して当座貸越の年利（１２％）と定期預金利率（３．４９％）との差である年利差８．５１％を乗じた金額である４３６円の損害を受けた。

　そこで、Ｘ１らはＹに対して、右は、ＡおよびＢがＹの事業の執行につき故意または過失によってＸ１らに与えた損害であるとして、Ｘ１は４２円、Ｘ４会社は４３６円の損害金、およびこれに対する訴状送達の日の翌日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による各遅延損害金の支払を求めた。

 [判旨]
一部認容、一部棄却。

「《証拠略》によれば、Ｘ１が右各定期預金の設定を承諾したことが認められる。……

しかし……ＡＢ等がＸ１に各定期預金に設定の承諾を求めた際に、普通預金や当座預金の残高がマイナスになり、いわゆる逆ザヤが発生することにつき十分な説明をしたとは認められないところ、いかにＸ１とＹの関係が当時良好であり、損失そのものは多額でないとしても、損失を被ってまでＹ担当者の定期預金獲得競争に協力したであろうとは思われず、Ｘ１の右逆ザヤの事実を知れば、右各定期預金の設定に承諾しなかったであろうと推認される。
　そして、右のように明らかな損失が生じる場合、金融機関の従業員には、預金者等に対し、その点について十分な説明を行う注意義務があると解されるから、右事実につき十分な説明を怠ったＡ及びＢには過失があると認められる。」

　右Ａ及びＢの行為により、Ｘ１は４２円、Ｘ４会社は４３６円の損害を受けた。
「右Ａ及びＢは、Ｙの事業の執行につき右損害を与えたものであるから、Ｙはこれにつき賠償責任があり、右不法行為に基づくＸ１らの主張は理由がある。」

 [キーワード]

� 評釈においては「Ａ」と記載されていたが、事実関係に照らして誤りであり、「Ｂ」と訂正した。
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